
6

５．施策の環境評価
広域的施策 都市全体を対象

狭域的施策

開発に影響する区域を対象

高密度化・コンパクト化

モーダルシフト

土地利用の適正化

法規制

交通施設の整備

都心移住

技術革新

交差点改良 信号制御

車両誘導

路上駐車排除等 等

交通施策

土地利用施策

交通エネル
ギー消費

交通エネル
ギー消費

＜広域的＞ ＜狭域的＞

推計法 推計法

・交通流シミュレーション

・プローブカー

・平均旅行速度

・エネルギー原単位

シナリオ０．
現状推移
シナリオ１．
都心活性化
シナリオ２．
新交通の導入

事例紹介：宇都宮を対象に
5.1 都市政策が環境負荷に与える効果

宇都宮
市

今市市

鹿沼市

壬生町

石橋町 上三川町

真岡市

芳賀町

高根沢町

河内町

都市レベルの環境
負荷の推計

宇都宮PT調査に
よる交通需要推計

宇都宮都市圏

（１）現状推移（シナリオ０）結果

リンク別平均混雑度伸び率

（2010年／1992年）

1.7861.424
2010年1992年

（+0.362）

1.4以上
1.3～1.4
1.2～1.3
1.0～1.2

都市圏平均混雑度

（１）現状推移（シナリオ０）結果

エネルギー伸び率

（2010年／1992年）

6,9655,583
2010年1992年

（百万kcal）

1.5以上
1.2～1.5
1.1～1.2
0.0～1.1

（1.25倍）

都市圏エネルギー消費量
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②内環状ゾーン

①都心ゾーン

③外環状ゾーン

④郊外ゾーン

各ゾーン平均商業床面積の推移

規制
内環状ゾーン

誘導
都心ゾーン

現
状
推
移

都
心
活
性
化

表１ 都心活性化施策
0

5

10

15

1992年 2000年 2010年

（２）都心活性化施策（シナリオ１）
（２）都心活性化（シナリオ１）結果

2.0%以上減少
1.5～2.0%減少
1.0～1.5%減少
0.0～1.0%減少

1.7621.786
S1-4S0

（-0.024）

都市圏平均混雑度

2010年 平均混雑度伸び率

誘導：都心
規制力５０％：内環状 現状推移

（S1-4） （S0）
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（２）都心活性化（シナリオ１）結果

5.0%以上減少
1.0～5.0%減少
0.5～1.0%減少
0.0～0.5%減少

増加

6,8716,965
S1-4S0
（百万kcal）

（-9400万kcal）

約11,900人分の削減効果

2010年 エネルギー消費量伸び率

（S1-4） （S0）

都市圏エネルギー消費量

LRT（Light Rail Transit）路線
駅東～清原工業団地（全長7.9km）

市街化
区域

市街化
調整区
域線引き

清原
ＪＲ

ＴＯＤ区域

LRT駅（全10
駅）

TOD：公共交通指向型開発
Transportation Oriented 

Development

400ｍ

住宅・商業誘導

（３）新交通導入におけるTOD施策（シナリオ２）

住：3.3%
商：5.6%

パターン１TODLRTS2-2
×××LRTS2-1

パターン２TODLRTS2-3

規制力規制誘導交通

表 シナリオ２

LRT導入ゾーン以外全域
LRT導入・都心・内環状を除く

（郊外ゾーン）全域

土地利用規制
パターン １
（S2-2）

土地利用規制
パターン ２
（S2-3）

（３）ＬＲＴ＆ＴＯＤ導入
（シナリオ２）結果

5.0%以上減少
1.0～5.0%減少
0.5～1.0%減少
0.0～0.5%減少

増加

エネルギー伸び率

S2-2 LRT導入以外全域 S2-3 郊外ゾーン

2010年 エネルギー消費量伸び率
（シナリオ2／現状推移）

工学部

R123

宇都宮・向田線

産
業
道
路

0
m

500

商業施設立地

住
宅
開
発

計
画
路
線

宇都宮大
工学部総敷地 23.4ha

商業施設 46,000ｍ2

新規戸建住宅 480戸

休日ピーク時（15-16時）

市道1449

対象地区

5.25.2 敷地レベルの環境負荷推計敷地レベルの環境負荷推計
No.11

大規模開発による広域な影響：マクロ分析

東
北
自
動
車
道

北
関
東
自
動
車
道

影響大となる地域

高速道路
一般国道
主要地方道
一般県道
市道

対象路線

混雑度が
1.5を超える路線

開発地
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宇都宮向田線

国道123号

計画路線

JR
宇都宮駅

商業立地

住宅開発

大規模開発による影響：ミクロ分析（NETSIM）

国
道
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バ
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【現況交通流】

【大店舗立地時交通流】

R123

宇都宮・向田線

産業道路
市道
1449

市道325

商
業
施
設

商業施設

宇都宮大学
工学部

大規模開発後の渋滞長
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車種 x

車種車種11 車種車種22 車種車種33 ・・・・・・
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度
y

最大加速度最大加速度 ffmaxmaxの決定の決定

加速度変化 f<fmax

--22 --11 00 ・・・・・・

00

11
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・
・・
・
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速
度
y

燃料消費率燃料消費率 g g の決定の決定
((単位：単位：0.0001gallon/sec)0.0001gallon/sec)

g(y,f)g(y,f)

g(y,f) gallon g(y,f) gallon のの燃料消費燃料消費

環境関連指標の算出方法

市道
1449

外周道路

400-600
200-400

0-200

516.7

宇都宮大学
工学部

商業施設商
業
施
設

340.8

255.4

167.4

NＯｘ（ｇ）

NOX排出量（外周道路）

片側1車線道路だが
影響が大きい

R123

宇都宮・向田線

産業道路

100-

宇都宮大学
工学部

商業施設商
業
施
設

NＯｘ（ｇ）

30-40

20-30
10-20

0-10

40-100

：信号機

：出入口

内部道路

7.9

11.3

14.0 1.0

14.7

59.5

50.5

105.6

95.7

132.4

150.5

出入口直近道路で高い

NOX排出量（内部道路）



9

ネットワークネットワーク

各種施策を実施することで環境負荷の低減を検討

対策による効果の再推計

セントロイドセントロイド

リンクリンクノードノード

施設の適正立地開発における交通網の整備

交差点改良 走行環境改善

６．おわりに
街づくりの基本は？

社会資本整備（ハード）

法制度の整備（ソフト）

人的資源の整備

市民 事業者

行政

街づくり

物や制度が街を作るのではなく、
人が街を創り育てる

政策間の連携：ＬＲＴを題材に

財政
投資効率化

環境行政
環境負荷低減

土地利用行政
都市コンパクト化

福祉行政
健康増進

観光行政
観光資源開発

交通行政
公共交通促進

道路行政
道路渋滞緩和

ＬＲＴ導入
日本で始めてのＬＲＴ
で観光客増加

ＬＲＴ利用者が増えると
道路交通が円滑化

ＬＲＴを基軸に公共
交通網整備

ＬＲＴで歩行機会が増える
と健康増進

ＬＲＴ軸にあわせて都市を
コンパクトに再整備

環境にやさしい都市
の実現

スプロール化で増え
た維持管理コストの

適正化

他にも景観、交通安全、防犯、コミュニティ
再生など連携できる政策は多い

都市構造イメージの共有化

北道路

北関東自動車道

東
北
自
動
車
道

宮環

新4号

4号

JR東武

119号

新交通軸都心部

副次核

TOD 新産業

バス軸

車
軸

車
軸

JR東北線

JR日光線

東武線

コンパクト化


